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1 中期経営計画2030
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中期経営計画2030の概要【全体像】 2



将来のありたい姿の実現に向けた今後の展望 3



主要施策（経営基盤強化） 4



2 地域における四国の鉄道
ネットワークに関する議論
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鉄道ネットワークのあり方に関する議論

◆2010年4月～2011年7月「四国における鉄道ネットワークのあり方に関する懇談会」

◆2017年8月～2019年10月「四国における鉄道ネットワークのあり方に関する懇談会Ⅱ」

＜目 的＞
車社会の進展や高速道路の整備・延伸等によって四国の鉄道が極めて厳しい状況に置かれる中、
2010年４月、四国経済連合会の呼びかけにより設置。

＜方向性＞
「四国の鉄道ネットワークを維持する」ことと、「鉄道の抜本的な高速化を進める」ことが必要であるとする
「四国の鉄道活性化への提言」がとりまとめられた。

人口減少や車社会の進展に伴い、鉄道をはじめ地方の公共
交通を取り巻く状況は一層厳しさを増している。
全国に先駆けて人口減少、少子化の進む四国においても、
近い将来、鉄道事業者の経営努力のみでは鉄道ネットワー
クを維持することが困難になることが想定される。

四国の鉄道ネットワークを維持する

四国の新幹線実現を目指すため、2017年７月に「四国新幹線
整備促進期成会」が設立されるなど、地域を挙げた取り組み
が着実に進んでいる。

鉄道の抜本的な高速化を進める

＜目 的＞
前回の懇談会による提言後の取り組みや、鉄道特性、維持方策等について検証したうえで、四国における鉄道
ネットワークのあり方について幅広く意見交換を行うため、2017年８月、ＪＲ四国の呼びかけにより設置。

＜方向性＞
「四国が目指すべき公共交通ネットワークの将来像」、「『四国の公共交通ネットワークのあり方』に関する
地域との取り組み方針」等、四国の活力の維持・向上を支える持続可能な公共交通ネットワークの構築に向け
た中間的な整理がなされた。

全国に先駆けて人口減少の進む四国では、鉄道事業者の経営努力のみでは、現在の鉄道ネットワークを維持するこ
とが将来的に困難になると想定されることから、地方自治体（四国４県知事等）、学識経験者、経済界、労働界、
国（運輸局・整備局）、事業者等の地域の関係者による鉄道ネットワークに関する議論が進められてきた。
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［第１回・第２回］
・他地域における上下分離やモード転換事例 ・鉄道施設の維持コスト
・鉄道、BRT、バスなど各輸送モードの特性 ・路線グループ毎の収支状況 等を説明

［目的］① 四国の鉄道の維持が、将来的に困難になるという危機感の共有
② 将来にわたって鉄道を含む公共交通を維持する方策の検討
③ 自治体、住民、国、事業者の連携により、公共交通の再構築に取組む

2017年 8月 「四国における鉄道ネットワークのあり方に関する懇談会Ⅱ」設置
第１回懇談会

2016年10月 定例会見において議論の必要性に言及

・四国の公共交通ネットワークをどうするかの議論をする場が必要
・上下分離なども含めた議論、鉄道特性を発揮できない路線をどうするかの検討をしていく必要

2018年 9月 第３回懇談会：「中間とりまとめ案」を提示 →四国４県と合意に至らず

2019年 3月 第４回懇談会：「線区別営業係数（収支）」を初めて公表

2019年 10月 第５回懇談会を経て「中間整理」合意

2018年 3月 第２回懇談会

・目指すべき将来像として「新幹線を骨格とした公共交通ネットワークの構築」
・持続可能な公共交通ネットワークの構築に向けて、以下を切り分け並行して考える

・自治体からは、国の積極的な関与を求める意見

○鉄道の利用促進に向けて、他交通モードとの連携強化 (ＭａａＳ)、まち
づくりの観点等からの検討

○四国の活力の維持・向上の観点から、鉄道をはじめとする持続可能な公
共交通ネットワークの形成に向けて
・公共交通ネットワークを社会インフラとしてどのように考えるか
・利用状況や将来見通しを踏まえ、各地域における適切な交通モードを
どのように考えるか

○経営はＪＲ四国が主体的に考えるべ
きもの

○国の役割・関与は重要であるとの認
識の下、ＪＲ四国から、支援が必要
な経営課題について具体的に示して
いくことが必要

四国の公共交通ネットワークのあり方 ＪＲ四国の経営

・全18線区のうち、本四備讃線を除く17路線が赤字

「懇談会Ⅱ」における地域との議論 7



「中間整理」では、四国の活力の維持・向上を支える持続可能な公共交通ネットワーク
として、「新幹線を骨格とした公共交通ネットワークの構築」が四国が目指すべき公共
交通ネットワークの将来像として示された。

中間整理抜粋

「懇談会Ⅱ」四国が目指すべき公共交通ネットワークの将来像 8



○鉄道の利用促進に向けて、他交通モードとの連携強化
(ＭａａＳ)、まちづくりの観点等からの検討

○四国の活力の維持・向上の観点から、鉄道をはじめとする
持続可能な公共交通ネットワークの形成に向けて
・公共交通ネットワークを社会インフラとして
どのように考えるか

・利用状況や将来見通しを踏まえ、各地域に
おける適切な交通モードをどのように考えるか

といった検討

「四国の公共交通ネットワークのあり方」について
＜ＪＲ四国の経営努力＞
・強化すべき経営基盤について検討が必要
（競争力強化、利便性向上、非鉄道部門での
収益確保）

・徹底したコスト削減
＜国の役割・関与＞
・当初想定の基金運用益が確保
できない状態

→国による支援等について議論が必要

これらの項目について、既に各地域で進められている利便性向上・利
用促進策等の検討は引き続き深度化しつつ、地域の関係者（地元自治
体、事業者、地域住民）の連携・協力による議論を踏まえ、必要な取り
組みを進めていく。

四国の活力の維持・向上を支える持続可能な公共交通ネットワークの
構築に向けて、課題を明確化するため、
「四国の公共交通ネットワークのあり方」と「ＪＲ四国の経営」を
切り分けたうえで並行して考える。

「ＪＲ四国の経営」について

現在、県別で地域の関係者による利便性向上・利用促進策の検討や取り組みが進んでいる。
＜県別の検討組織＞◆徳島県生活交通協議会ワーキング部会◆香川県鉄道ネットワークあり方懇談会

◆愛媛県鉄道ネットワークあり方検討会◆高知県鉄道ネットワークあり方懇談会

中間整理を受けて

中間整理抜粋

「懇談会Ⅱ」の今後の進め方 9



3 経営自立に向けた取り組み
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経営改善に関する国土交通省からの行政指導文書 11



５カ年推進計画2021～2025(地域の関係者と一体となった取り組み）12



事業の抜本的改善方策の検討（今後、議論・深度化等を進めていく取組）13



経営改善に関する国土交通省からの新たな行政指導文書 14



経営改善に関する国土交通省からの新たな行政指導文書


